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年法律第 58号），独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 59号）及び個人情報の保








































年法律第 58号），独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成 15年法律第 59号）及び個人情報の保














































































































































































【行政機関個人情報保護法第２条第１項】   
 この法律において「行政機関」とは，次に掲げる機関をいう。 
一 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除く。）及び内閣の所轄の下に置かれる機関 
二 内閣府，宮内庁並びに内閣府設置法（平成 11年法律第 89号）第 49条第１項及び第２項に規定する機関（これらの機
関のうち第４号の政令で定める機関が置かれる機関にあっては，当該政令で定める機関を除く。） 
三 国家行政組織法（昭和 23年法律第 120号）第３条第２項に規定する機関（第５号の政令で定める機関が置かれる機関
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にあっては，当該政令で定める機関を除く。） 
四 内閣府設置法第 39条及び第 55条並びに宮内庁法（昭和 22年法律第 70号）第 16条第２項の機関並びに内閣府設置法






【情報公開法第２条第１項】   
 この法律において「行政機関」とは，次に掲げる機関をいう。 
一 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除く。）及び内閣の所轄の下に置かれる機関 
二 内閣府，宮内庁並びに内閣府設置法（平成 11年法律第 89号）第 49条第１項及び第２項に規定する機関（これらの機
関のうち第四号の政令で定める機関が置かれる機関にあっては，当該政令で定める機関を除く。） 
三 国家行政組織法（昭和 23年法律第 120号）第３条第２項に規定する機関（第５号の政令で定める機関が置かれる機関
にあっては，当該政令で定める機関を除く。） 
四 内閣府設置法第 39条及び第 55条並びに宮内庁法（昭和 22年法律第 70号）第 16条第２項の機関並びに内閣府設置法
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にあっては，当該政令で定める機関を除く。） 
四 内閣府設置法第 39条及び第 55条並びに宮内庁法（昭和 22年法律第 70号）第 16条第２項の機関並びに内閣府設置法






【情報公開法第２条第１項】   
 この法律において「行政機関」とは，次に掲げる機関をいう。 
一 法律の規定に基づき内閣に置かれる機関（内閣府を除く。）及び内閣の所轄の下に置かれる機関 
二 内閣府，宮内庁並びに内閣府設置法（平成 11年法律第 89号）第 49条第１項及び第２項に規定する機関（これらの機
関のうち第四号の政令で定める機関が置かれる機関にあっては，当該政令で定める機関を除く。） 
三 国家行政組織法（昭和 23年法律第 120号）第３条第２項に規定する機関（第５号の政令で定める機関が置かれる機関
にあっては，当該政令で定める機関を除く。） 
四 内閣府設置法第 39条及び第 55条並びに宮内庁法（昭和 22年法律第 70号）第 16条第２項の機関並びに内閣府設置法































【独立行政法人等個人情報保護法第２条第１項】   














































































































































































【マイナンバー法第２条第５項】   
５ この法律において「個人番号」とは，第７条第１項又は第２項の規定により，住民票コード（住民基本台帳法（昭和
















【マイナンバー法第２条第７項】   
７ この法律において「個人番号カード」とは，氏名，住所，生年月日，性別，個人番号その他政令で定める事項が記載





















【マイナンバー法第２条第５項】   
５ この法律において「個人番号」とは，第７条第１項又は第２項の規定により，住民票コード（住民基本台帳法（昭和



























【マイナンバー法施行令第１条】   
 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下「法」という。）第２条第７項の政
令で定める事項は，個人番号カードの有効期間が満了する日及び本人に係る住民票に住民基本台帳法施行令（昭和 42












【マイナンバー法に関する総務省令第 19条】   
 法第２条第７項の総務省令で定める措置は，個人番号カードに組み込まれた半導体集積回路（半導体集積回路の回路
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（８）特定個人情報【マイナンバー法第２条第８項】 
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（８）特定個人情報【マイナンバー法第２条第８項】 












































































【マイナンバー法第４条】   
 国は，前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり，個人番号その他の特定個人情報の取扱いの






































  市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）は，住民基本台帳法第 30条の３第２項の規定により住民票に住民票コ
ードを記載したときは，政令で定めるところにより，速やかに，次条第２項の規定により機構から通知された個人番号
とすべき番号をその者の個人番号として指定し，その者に対し，当該個人番号を通知カード（氏名，住所，生年月日，































































































































































































































































































 転入（新たに市町村の区域内に住所を定めることをいい，出生による場合を除く。以下この条及び第 30条の 46におい
て同じ。）をした者は，転入をした日から 14日以内に，次に掲げる事項（いずれの市町村においても住民基本台帳に記録
されたことがない者にあつては，第１号から第５号まで及び第７号に掲げる事項）を市町村長に届け出なければならない。  
一 氏名  
二 住所  
三 転入をした年月日  
四 従前の住所  















































 法第７条第７項の政令で定める場合は，次に掲げる場合とする。  























一 国外に転出をしたとき。  
















 法第７条第７項の政令で定める場合は，次に掲げる場合とする。  























一 国外に転出をしたとき。  
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二 住民基本台帳法（昭和 42年法律第 81号）の適用を受けない者となったとき。  

















































一 住民票コードを変換して得られるものであること。  








































一 住民票コードを変換して得られるものであること。  














































３ 健康保険法（大正 11年法律第 70号）第 48条若しくは第 197条第１項，相続税法（昭和 25年法律第 73号）第 59条
第１項，第３項若しくは第４項，厚生年金保険法（昭和 29年法律第 105号）第 27条，第 29条第３項若しくは第 98条
第１項，租税特別措置法（昭和 32年法律第 26 号）第９条の４の２第２項，第 29条の２第５項若しくは第６項，第 37
条の 11の３第７項，第 37条の 14第９項，第 13項若しくは第 26項，第 70条の２の２第 13項若しくは第 70条の２の
３第 14項，国税通則法（昭和 37年法律第 66号）第 74条の 13の２，所得税法（昭和 40年法律第 33号）第 225条から


























































































































るために必要があるときは，住民基本台帳法第 30条の９から第 30条の 12までの規定により，機構に対し機構保存本人









  法第 14条第２項の政令で定める個人番号利用事務実施者は，住民基本台帳法別表第１から別表第４までの上欄に掲げ





 何人も，第 19 条各号のいずれかに該当して特定個人情報の提供を受けることができる場合を除き，他人（自己と同
一の世帯に属する者以外の者をいう。第 20条において同じ。）に対し，個人番号の提供を求めてはならない。 






























































































































































 令第 13条第１項後段の総務省令で定める事情は，次の各号のいずれかに該当する事情とする。  
一 法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下この号において同じ。）が当該法人の事務所，
事業所その他これらに準ずるものにおいて２以上の交付申請者に係る交付申請書を取りまとめることができること。  
二 交付申請者が東日本大震災（平成 23年３月 11日に発生した東北地方太平洋沖地震及びこれに伴う原子力発電所の事





































 令第 13条第１項後段の総務省令で定める事情は，次の各号のいずれかに該当する事情とする。  
一 法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。以下この号において同じ。）が当該法人の事務所，
事業所その他これらに準ずるものにおいて２以上の交付申請者に係る交付申請書を取りまとめることができること。  




三 交付申請者が配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（平成 13年法律第 31号）第１条第２項に規
定する被害者であり，かつ，更なる暴力によりその生命又は身体に危害を受けるおそれがあり，かつ，当該交付申請者
が記録されている住民基本台帳を備える市町村の区域外に居住していること。  
四 交付申請者がストーカー行為等の規制等に関する法律（平成 12年法律第 81号）第７条第１項に規定するストーカー
行為等に係る被害を受け，かつ，更に反復して同法第２条第１項に規定するつきまとい等をされるおそれがあり，かつ，
当該交付申請者が記録されている住民基本台帳を備える市町村の区域外に居住していること。  
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【マイナンバー法に関する総務省令第 33条第 1項】 
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【マイナンバー法に関する総務省令第 33条第 1項】 















































































































② 転入をする場合【番号利用法第 17条第２項】 
【マイナンバー法第 17条第２項】 







































② 転入をする場合【番号利用法第 17条第２項】 
【マイナンバー法第 17条第２項】 












（マイナンバー法施行令第 16 条第１項），書面により通知をする（マイナンバー法施行令第 16
条第２項前段）。 
































































































































一 個人番号カードの発行の日において 20歳以上の者 当該発行の日から当該発行の日後のその者の 10回目の誕生日ま
で  


















































ー法施行令第 14 条第８号）， 『個人番号カード』が返納された場合（マイナンバー法施行令第
14 条第９号），返納を命じられた『個人番号カード』について，その旨を通知した場合（マイナ
ンバー法施行令第 14条第 10号）にも，『個人番号カード』は失効する。 
【マイナンバー法施行令第 14条】 
 法第 17条第６項の政令で定める場合は，次に掲げる場合とする。  
一 個人番号カードの交付を受けている者が国外に転出をしたとき。  
二 個人番号カードの交付を受けている者が転出届をした場合において，その者が最初の転入届（住民基本台帳法第 24条
の２第１項に規定する最初の転入届をいう。次号において同じ。）を行うことなく，当該転出届により届け出た転出の予




四 個人番号カードの交付を受けている者が死亡したとき。  
五 個人番号カードの交付を受けている者が住民基本台帳法の適用を受けない者となったとき。  
六 個人番号カードの交付を受けている者に係る住民票が消除されたとき（転出届（国外への転出に係るものを除く。）に


























ー法施行令第 14 条第８号）， 『個人番号カード』が返納された場合（マイナンバー法施行令第
14 条第９号），返納を命じられた『個人番号カード』について，その旨を通知した場合（マイナ
ンバー法施行令第 14条第 10号）にも，『個人番号カード』は失効する。 
【マイナンバー法施行令第 14条】 
 法第 17条第６項の政令で定める場合は，次に掲げる場合とする。  
一 個人番号カードの交付を受けている者が国外に転出をしたとき。  
二 個人番号カードの交付を受けている者が転出届をした場合において，その者が最初の転入届（住民基本台帳法第 24条
の２第１項に規定する最初の転入届をいう。次号において同じ。）を行うことなく，当該転出届により届け出た転出の予




四 個人番号カードの交付を受けている者が死亡したとき。  
































なければならない（マイナンバー法第 17条第７項及びマイナンバー法施行令第 15条第１項）。 
【マイナンバー法施行令第 15条第 1項及び第２項】 
 法第 17条第７項の政令で定める場合は，次に掲げる場合とする。  
一 前条第３号又は第７号に該当したとき。  













































⑥ 個人番号カードの様式等【マイナンバー法第 17条第８項】 
【マイナンバー法第 17条第８項】 






























































【マイナンバー法施行令第 18条第 1項】 












２ 法第 18条第２号の政令で定める者は，次に掲げる者とする。  
一 国民の利便性の向上に資するものとして総務大臣が定める事務を処理する行政機関，独立行政法人等又は機構  
二 地方公共団体に対し申請，届出その他の手続を行い，又は地方公共団体から便益の提供を受ける者の利便性の向上に
資するものとして条例で定める事務（法第 18条第１号に定める事務を除く。）を処理する地方公共団体の機関  
三 地方独立行政法人に対し申請，届出その他の手続を行い，又は地方独立行政法人から便益の提供を受ける者の利便性
の向上に資するものとして条例で定める事務を処理する地方独立行政法人  



















































































ｄ 機構の提供【マイナンバー法第 19条第４号】 
【マイナンバー法第 19条第４号】 












ｆ 住民票の記載等のための提供【マイナンバー法第 19条第６号】 
【マイナンバー法第 19条第６号】 








 法第 19条第６号の政令で定める住民基本台帳法の規定は，同法第 12条第５項（同法第 30条の 51の規定により読み
替えて適用する場合を含む。），第 30条の７第１項又は第 30条の 32第２項の規定その他主務省令で定める同法の規定
とする。 































 令第 21 条の規定による特定個人情報の提供の求めは，電子計算機の操作によるものとし，情報提供ネットワークシ
ステムを使用した送信の方法に関する技術的基準については，総務大臣が定める。  
２ 令第 21条の総務省令で定める事項は，次に掲げる事項とする。  
一 法第 19条第７号の規定による提供の求めをした情報照会者の名称  
二 法第 19条第７号の規定による提供の求めに係る事務をつかさどる組織の名称 
三 第１号の情報照会者の処理する事務  
四 法第 19条第７号の規定による提供の求めの事実が法第 23条第２項各号のいずれかに該当する場合はその旨  


































 令第 21 条の規定による特定個人情報の提供の求めは，電子計算機の操作によるものとし，情報提供ネットワークシ
ステムを使用した送信の方法に関する技術的基準については，総務大臣が定める。  
２ 令第 21条の総務省令で定める事項は，次に掲げる事項とする。  
一 法第 19条第７号の規定による提供の求めをした情報照会者の名称  
二 法第 19条第７号の規定による提供の求めに係る事務をつかさどる組織の名称 
三 第１号の情報照会者の処理する事務  
四 法第 19条第７号の規定による提供の求めの事実が法第 23条第２項各号のいずれかに該当する場合はその旨  










































ー法に関する総務省令第 42条第 1項）。 
【マイナンバー法に関する総務省令第 42条第１項】 




















二 前号の住民票コードを復元することのできる規則性を備えるものでないこと。  








































二 前号の住民票コードを復元することのできる規則性を備えるものでないこと。  








































ｉ 国税または地方税のための提供【マイナンバー法第 19条第９号】 
【マイナンバー法第 19条第９号】 
九 国税庁長官が都道府県知事若しくは市町村長に又は都道府県知事若しくは市町村長が国税庁長官若しくは他の都道府














法第 19条第９号の政令で定める措置は，次に掲げる措置とする。  
一 特定個人情報の提供を受ける者の名称，特定個人情報の提供の日時及び提供する特定個人情報の項目その他主務省令




ｊ 地方公共団体内での提供【マイナンバー法第 19条第 10号】 
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本理念に資することとなる。 
ｋ 社債等に関する提供【マイナンバー法第 19条第 11号】 
【マイナンバー法第 19条第 11号】 





























ｌ 個人情報保護委員会への提供【マイナンバー法第 19条第 12号】 
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本理念に資することとなる。 
ｋ 社債等に関する提供【マイナンバー法第 19条第 11号】 
【マイナンバー法第 19条第 11号】 





























ｌ 個人情報保護委員会への提供【マイナンバー法第 19条第 12号】 
【マイナンバー法第 19条第 12号】 






ｊ 公益上必要な場合の提供【マイナンバー法第 19条第 13号】 
【マイナンバー法第 19条第 13号】 







Ｋ 人の生命等の保護のための提供【マイナンバー法第 19条第 14号】 





ｌ 委員会規則で規定した場合【マイナンバー法第 19条第 15号】 












① 情報提供ネットワークシステム【マイナンバー法第 21条】 
【マイナンバー法第 21条】 
総務大臣は，委員会と協議して，情報提供ネットワークシステムを設置し，及び管理するものとする。 


































































































三 第 31条第３項の規定により読み替えて適用する独立行政法人等個人情報保護法第 14条に規定する不開示情報に該当
すると認めるとき。 






















法第 23条第１項第４号の総務省令で定める事項は，次に掲げる事項とする。  
一 第 44条第２項第２号及び第３号に掲げる事項  





























Ｃ 情報提供事務における秘密の管理【マイナンバー第 24条】 
【マイナンバー法第 24条】 







































Ｃ 情報提供事務における秘密の管理【マイナンバー第 24条】 
【マイナンバー法第 24条】 
































































































































































① 特定個人情報ファイルの作成の制限【マイナンバー法第 29条】 
【マイナンバー法第 29条】 















































































































































































は 50万円以下の罰金に処せられる（マイナンバー法第 54条）。 
【マイナンバー法第 54条】 
  第 35条第１項の規定による報告若しくは資料の提出をせず，若しくは虚偽の報告をし，若しくは虚偽の資料を提出し，
又は当該職員の質問に対して答弁をせず，若しくは虚偽の答弁をし，若しくは検査を拒み，妨げ，若しくは忌避した者





































は 50万円以下の罰金に処せられる（マイナンバー法第 54条）。 
【マイナンバー法第 54条】 

































  国税庁長官は，政令で定めるところにより，法人等（国の機関，地方公共団体及び会社法（平成 17年法律第 86号）
その他の法令の規定により設立の登記をした法人並びにこれらの法人以外の法人又は法人でない社団若しくは財団で代
表者若しくは管理人の定めがあるもの（以下この条において「人格のない社団等」という。）であって，所得税法第 230





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































121佐藤 匡：マイナンバー制度の法的性格　- 個人情報保護制度の中のマイナンバー制度 -

